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Daniel Goleman, Emotional Intelligence Why it can matter more than IQ, 1995
（土屋京子訳『ＥＱ こころの知能指数』講談社，1996年）の「心の知
性」(ＩＱとは質の異なる頭の良さで，例えば自分の本当の気持ちを自覚し
尊重して心から納得できる決断を下す能力，衝動を自制し不安や怒りのよう
なストレスのもとになる感情を制御する能力，目標の追求に挫折したときで
も楽観を捨てず自分自身を励ます能力，他人の気持ちを感じとる共感能力，
集団の中で調和を保ち協力しあう社会的能力，等）の重要さの指摘や，知識
偏重主義教育批判の議論とも，おそらく重なり合うところがあって，経営技
能教育論の域を越えた教育方法論一般に対する大きな問題提起となりうる可
能性をも秘めている，と思料する。
既存の経営学における目的意識の薄弱さ（｢何のための経営学か｣）に対す
桃山学院大学経済経営論集 第44巻第１号112
る本論文の批判，その上に立って経営学は経営者育成のための学問である
とする実践学としての位置づけ，経営者育成を経営技能の修得とする位置づ
け，経営技能の中核に非・管理プロセス（Ｎ－ＭＰ）を据えその修得は「理
解」ではなく「実感」によって得られるとする主張，その意味における「非
実証性」の強調等々，従来の経営学の立場からすれば全く異なった学問観と
方法論に立脚する本論文は，問題提起的・冒険的であり，開拓的である。
開拓的・冒険的な仮説構築であるだけに，本論文には今後の充実や論争を
待つべきところも避けられない。例えば，経営学に説明目的と育成目的のあ
る事を指摘（８ページ以後）した上で，本論文は専ら後者に絞り「経営学＝
経営教育＝経営者育成」(19ページ）とする立場を貫徹しているのであるが，
このように経営学を経営教育(学)に還元してしまうかのような記述に接する
とき，前者すなわち説明目的の経営学の成立をそもそも否認しているのかい
ないのか，という疑問が生じる。もしその成立・存在を否認しないのであれ
ば，前者と後者の関係はどう理解されるのか，両者を含むヨリ広い経営学を
どのようなものとして理解するのか，もし否定するのであれば従来の多くの
理論的経営学は経営学と呼ぶことが出来ないであろうが，しからば一体それ
を何と呼ぶのか，等の更なる論究が望まれる。しかしながら，この論点は今
後の辻村氏の研究が更に広さと深みを持って進められていくにつれて明らか
にされて行くはずのものである。その意味では，とりあえず経営学を経営教
育（及び経営教育学）の視点に絞って論じた本論文の段階で，更に広い経営
学の全体像の提示という別次元の議論での回答の具体的な提示を求めるのは，
無い物ねだりであろう。したがって，経営教育論レベルに絞った経営学の議
論としては，本論文がそれとして完結した優れたものであることに些かの疑
念もないことは明らかである。むしろ経営教育(学)の視点から，既存の経営
学に一石を投じようとした辻村氏の学問的営為は，今後の経営学の更なる発
展充実に，大いなる貢献可能性を含むものであると判断される。
本論文が提起している経営教育(学)の理論的研究は，本論文の執筆以前に，
永年にわたって辻村氏によって行われてきた辻村氏の作成になる多数のケー
博士論文の要旨および論文審査結果の要旨 113
ス（業績一覧を参照)，それに基づくケース・メソッド教育実践（中部大学
大学院，名古屋大学大学院，中部産業連盟主催管理職セミナー等におけるイ
ンストラクター経験)，教育経験を理論的に総括した多数の既刊著書（｢1.論
文の意図」に掲載。詳しくは業績一覧を参照）を基礎としており，極めて奥
深いものを持っている。参考論文として提出された論文も，そのような理論
的総括書の一つである。
辻村氏の大胆な問題提起は，主として日本経営教育学会を中心に多くの経
営教育論専門家の関心を惹いたが，同学会に属する中心メンバー３人による
書評がこぞって，いずれも本論文に対して，理念論にとどまっていた既存
の経営教育論を，理論と方法を備えた経営教育学にまで高めたとか，経
営技能修得について新生面を切り開いたとか，高く評価している点でも，
辻村氏の所説は，冒険的仮説とは言いながら，既に今日では一つの立場を示
すものとして，客観的に高い評価を得ているという事が出来るであろう（森
本三男博士・日本経営教育学会前会長，現名誉会長の『経営情報学部論集
（中部大学)』第16巻第１号所収書評；斎藤毅憲博士・日本経営教育学会常
任理事兼関東部会長の『現代経営研究』第８号所収書評；常田稔博士・元日
本経営教育学会理事の『経営行動研究学会会報』第33号所収書評)。
かくして辻村説は，故桜井信行・故坂井正廣両博士によって開拓されてき
たケース・メソッド経営教育(学)を今日的に発展させ・代表し・主導する立
場として広く認知されてきていると言っても過言ではない。本論文は，この
指導的立場を明確に確立した辻村氏の経営教育方法論の理論的営為を示して
いるもの，と評価しうるであろう。
7. 結 論
以上のように辻村宏和氏の本論文は，氏が経営学の分野において研究者と
して自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力およびその基礎となる
豊かな学識を有していることを単に示しているのみならず，さらにその域を
大きく越えて，すでに斯学界において一つの有力な・客観的に評価の定まり
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つつある独創的な経営教育方法論をうちたてて，経営学の発展に大きく寄与
したことを示している。したがって本論文は博士（経営学）の学位論文に十
分値するものと評価することが出来る。
また，桃山学院大学学位規定第７条に定める「(博士後期）課程を修了し
た者と同等以上の学力を有することを確認された者」という学力確認規定の
うち外国語に関しては，同規定第30条（｢研究科委員会が業績，経歴等によ
り学力の確認をしうると認めたときは，これを全部また一部免除することが
できる｣)，及び「経営学研究科博士学位論文審査に関する運営内規」第13条
２項により，辻村氏の経歴及び本論文以外の業績審査をもって外国語試験に
代えた。
論文に関する口頭試験は2002（平成14）年２月15日に審査委員会全員出席
のもとにおこなったが，上記判断と齟齬するところはないことを確認した。
以上の結果，学位申請者辻村宏和氏は博士（経営学）の学位を授与される
のに十分な資格があるものと認める。
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